
拝啓 時下ますます御健勝のことと存じます。

さて、平成１７年度の国の予算につきましては、昨年１２月２４日閣議決定さ

れたところであります。

この国の予算に関連して、現在平成１７年度の地方財政計画の策定を急いでい

るところであり、現時点においては細部にわたり確定を見るに至っておりません

が、地方団体の予算編成作業の状況にかんがみ、さしあたり現段階における地方

財政の見通し、その他予算編成上留意すべき事柄について、別紙のとおりお知ら

せいたします。

なお、貴都道府県内の市町村に対しても速やかにその趣旨を御連絡いただくよ

うお願い申し上げます。

時節柄御自愛専一の程お祈りいたします。

敬 具

平成１７年１月１９日

総務省自治財政局財政課長

佐 藤 文 俊

各都道府県総務部長 殿

（財政課、市町村担当課扱い）

各指定都市財政局長 殿

（財政課扱い）
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（別 紙）

第１ 国の予算等

政府は、昨年１２月３日「平成１７年度予算編成の基本方針」（別添資料

第１）を閣議決定するとともに、１２月２０日に「平成１７年度の経済見通

しと経済財政運営の基本的態度」（別添資料第２）を閣議了解し、これに基

づいて同月２４日、平成１７年度予算の概算（別添資料第３）を閣議決定し

た。

１ 平成１７年度予算及び財政投融資計画は、次のような基本的考え方により

編成された。

(1) 平成１７年度予算編成においては、２０１０年代初頭における基礎的財

政収支の黒字化を念頭に置きつつ、構造改革を一層推進するため「改革断

行予算」という基本路線を継続し、持続的な財政構造の構築と予算の質の

向上を図るため、歳出改革を一層推進し、一般会計歳出及び一般歳出の水

準について、実質的に前年度水準以下に抑制してきた従来の歳出改革路線

を堅持・強化すること。

(2) 予算の配分に当たっては、「公共投資関係費」は、その総額を対前年度

マイナス３％の範囲内に抑制すること、「義務的経費」は、自然増を放置

することなく、制度・施策の抜本的見直しを行い、歳出の抑制を図ること、

「裁量的経費」は、対前年度マイナス２％の範囲内に縮減（「科学技術振

興費」に相当する額を除く。）すること。また「要望基礎額加算措置」等

を踏まえ、各経費間の調整を行うとともに、行政サービスの簡素化・効率

化を織り込み単価を引き下げること。

(3) 予算配分の重点化・効率化に当たっては「政策群」や要望基礎額加算措

置等を活用しつつ、活力ある社会・経済の実現に向けた次の４分野へ施策

を集中し「重点強化期間」の主な改革及び経済活性化に向けた重点施策を

推進するとともに、各府省は、重点課題における全ての事業予算について

成果目標を提示し、厳格な事後評価を行うこと。また、政策評価等を活用

し、歳出の効率化・合理化を進めること。

ア 人間力の向上・発揮－教育・文化、科学技術、ＩＴ

イ 個性と工夫に満ちた魅力ある都市と地方
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ウ 公平で安心な高齢化社会・少子化対策

エ 循環型社会の構築・地球環境問題への対応

(4) 財政投融資計画については、「特殊法人等整理合理化計画（平成１３年

１２月１９日閣議決定）等を適切に反映しつつ、真に必要な資金需要には

的確に対応するとともに、民業補完の原則の下、総額の抑制及び対象事業

の重点化・効率化に努めること。

(5) 予算制度改革として、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針

２００４」（平成１６年６月４日閣議決定。以下「基本方針２００４」と

いう。）に沿い、「モデル事業」の取組の充実を図るとともに、政策群に

ついても、府省間の連携をより強化し、対象を拡充し、引き続き府省横断

的な調整を行うこと。また、特別会計については、引き続き歳出改革の推

進を図ることとし、「基本方針２００４」を踏まえ、各特別会計の性格に

応じ、制度改革等を行い、歳出の効率化・合理化を推進するとともに、一

般会計からの繰入を抑制すること。

(6) 行政改革の手綱を緩めることなく更に積極的に推進するため、平成１６

年末を目途に新たな行政改革の方針を策定すること。

(7) 税制については、経済社会の活性化、持続可能な社会保障制度の確立、

真の地方分権と行政改革の推進、基礎的財政収支の改善、グローバル化の

下での競争力強化等の視点に立ち「平成１６年度与党税制改正大綱」も踏

まえ、重点強化期間内を目途に結論を得るべく、相互に関連する税制改革

案の包括的かつ抜本的な検討を引き続き進めること。

また、平成１７年度税制改正においては、定率減税の見直しについて、

導入時の経緯や今後の経済動向等についての認識を踏まえ検討を行うこと。

２ また、「平成１７年度予算編成の基本方針」においては、地方財政につい

て、以下の方針が示されている。

(1) 国と地方に関する「三位一体の改革」を推進することにより、地方の権

限と責任を大幅に拡大し、歳入・歳出両面での地方の自由度を高めること

で、真に住民に必要な行政サービスを地方が自らの責任で自主的、効率的

に選択できる幅を拡大するとともに、国・地方を通じた簡素で効率的な行

財政システムの構築を図る。
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(2) 三位一体の改革については「基本方針２００４」に基づき、平成１８年

度までの三位一体の改革の全体像に係る政府・与党協議会の合意（「三位

一体の改革について」平成１６年１１月２６日政府・与党）（以下「政府・

与党合意」という。）を踏まえ、政府一丸となって以下に取り組み、その

成果を平成１７年度予算に適切に反映する。

ア 国庫補助負担金改革については、平成１７年度及び平成１８年度予算

において、３兆円程度の廃止・縮減等の改革を行う。

イ 税源移譲は、平成１６年度に所得譲与税及び税源移譲予定特例交付金

として措置した額を含め、概ね３兆円規模を目指す。この税源移譲は、

所得税から個人住民税への移譲によって行うものとし、個人住民税所得

割の税率をフラット化することを基本として実施する。あわせて、国・

地方を通じた個人所得課税の抜本的見直しを行う。また、地域間の財政

力格差の拡大について確実な対応を図る。

ウ 地方交付税については、平成１７年度及び平成１８年度は、地域にお

いて必要な行政課題に対しては適切に財源措置を行うなど「基本方針

２００４」を遵守することとし、地方団体の安定的な財政運営に必要な

地方交付税、地方税などの一般財源の総額を確保する。あわせて、２０１０

年代初頭における基礎的財政収支の黒字化を目指して、国・地方の双方

が納得できるかたちで歳出削減に引き続き努め、平成１７年度以降も地

方財政計画の合理化、透明化を進める。税源移譲に伴う財政力格差が拡

大しないようにしつつ、円滑な財政運営、制度の移行を確保するため、

税源移譲に伴う増収分を、当面基準財政収入額に１００％算入（現行

７５％）する。決算を早期に国民に分かりやすく開示する。平成１７年

度以降、地方財政計画の計画と決算のかい離を是正し、適正計上を行う。

その上で、中期地方財政ビジョンを策定する。不交付団体（人口）の割

合の拡大に向けた改革を検討する。引き続き交付税の算定方法の簡素化、

透明化に取り組む。また、算定プロセスに地方関係団体の参画を図る。

３ このような方針に基づいて編成された平成１７年度の一般会計予算の規模

は、８２兆１，８２９億円（前年度比７２０億円、０．１％増）で、一般歳

出は、４７兆２，８２９億円（前年度比３，４９１億円、０．７％減）とな
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っている。

財政投融資計画の規模は、１７兆１，５１８億円（前年度比３兆３，３７６

億円、１６．３％減）となっている。

また、「平成１７年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」におい

ては、平成１７年度の国内総生産は５１１．５兆円程度、名目成長率は１．３

％程度、実質成長率は１．６％程度となるものと見込まれている。

なお、「改革と展望」については、今月中に「２００４年度改定」を決定

し、最終年度を平成２１年度までとする等の改定を行うこととしている。

第２ 地方財政対策

平成１７年度においては、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入

が回復傾向にある一方で、公債費が高い水準で推移することや社会保障関係

経費の自然増等により、依然として大幅な財源不足が生じるものと見込まれ

た。

このため、地方財政計画の歳出については、「基本方針２００３」等に沿

って、国の歳出予算と歩を一にして、見直すこととし、中期的な目標の下で、

定員の計画的削減等による給与関係経費の抑制や地方単独事業費の抑制を図

り、これらを通じて、地方財政計画の規模の抑制に努めることにより、財源

不足額の圧縮を図ることとする一方、国と地方の信頼関係を維持しながら

「三位一体の改革」を着実に推進するため、安定的な財政運営に必要な地方

交付税などの一般財源を確保することを基本として地方財政対策を講じるこ

ととした。その概要は次のとおりである。

１ 安定的な財政運営に必要な地方交付税等の「一般財源総額」の確保

「三位一体の改革」を着実に推進するためには、国と地方の信頼関係が必

要であり、三位一体の改革の全体像に係る政府・与党合意に定められたとお

り地方団体の安定的な財政運営に必要な地方交付税、地方税などの総額を確

保することが是非とも必要である。

このような観点に立って、地方財政対策を講じた結果、平成１７年度にお

いては、「一般財源総額」（地方税、地方交付税及び臨時財政対策債の合計

額をいう。）は、５３兆４，３９９億円、前年度に比し４０１億円、０．１
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％の増、また地方交付税については、１６兆８，９７９億円、前年度に比し

１１７億円、０．１％の増となり、どちらも平成１６年度以上の額を確保す

ることとしたところである。

２ 通常収支に係る地方財政対策

平成１７年度においては、経費全般について徹底した節減合理化に努めた

が、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入が回復傾向にある一方で、

公債費が依然高水準であることや社会保障関係経費の自然増などにより、７

兆５，１２９億円の財源不足が生じ、平成８年度以降１０年連続して、「地

方交付税法」（昭和２５年法律第２１１号）第６条の３第２項の規定に該当

する財源不足を生じることとなった。

このため、平成１７年度の地方財政対策においては、平成１６年度に講じ

た平成１８年度までの制度改正に基づき、財源不足のうち建設地方債（財源

対策債）の増発等を除いた残余については国と地方が折半して補てんするこ

ととし、国負担分については、国の一般会計から交付税特別会計への繰入に

よる加算（臨時財政対策加算）により、地方負担分については、「地方財政

法」（昭和２３年法律第１０９号）第５条の特例となる地方債（臨時財政対

策債）により補てん措置を講じることとするとともに、臨時財政対策債の元

利償還金相当額については、その全額を後年度地方交付税の基準財政需要額

に算入することとしたところである。

なお、既往の臨時財政対策債の元利償還（６，２７６億円）及び国の平成

１４年度補正予算（第１号）に係る地方財政措置において臨時財政対策債に

代わるものとして措置することとした交付税特別会計借入金の元利償還

（８１５億円）に起因する財源不足額７，０９０億円については、臨時財政

対策債の発行により対処することとしたところである。

また、地方財政計画歳出の投資的経費（単独）と一般行政経費（単独）の

一体的かい離是正分の一般財源に相当する地方財源不足分（３，５００億円）

については、他の財源不足対策と同様、基本的にはその２分の１を国が、２

分の１を地方が負担することとしているが、平成１７年度は全額臨時財政対

策債により措置することとし、その差額は後年度に調整することとしている。

上記の考え方に基づき、平成１７年度においては、財源不足７兆５，１２９
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億円について、一般公共事業債等の充当率の臨時的引上げ等による建設地方

債（財源対策債）の増発により１兆７，６００億円を補てんするとともに、

平成１６年度以前の地方財政対策に基づき「地方交付税法」の定めるところ

により平成１７年度に加算することとされていた額等（以下「既往法定分等」

という。）３，６５７億円を交付税特別会計に繰り入れることとした上で、

これらを除く５兆３，８７２億円から、地方が負担する臨時財政対策債の元

利償還等に係る臨時財政対策債の発行額１兆５９０億円を差し引いた４兆３，

２８２億円について、国と地方が折半（それぞれ２兆１，６４１億円）して

それぞれ補てん措置を講じることとしている。なお、その他の留意点は以下

のとおりである。

(1) 国の一般会計からの既往法定分等の加算額３，６５７億円の内訳は、

「地方交付税法」附則第４条の２第２項（通常収支に係る国負担借入金の

利子負担額）に基づく加算額１，６８３億円、同条第４項（平成１５年度

において行われた国庫補助負担金の一般財源化に係る国負担借入金の利子

負担額）に基づく加算額１１億円及び同条第８項（公共事業等臨時特例債

の利子負担額等）に基づく加算額（１，９６３億円）であること。

(2) 平成１７年度における臨時財政対策債の発行額は、折半対象のうちの地

方負担分２兆１，６４１億円に、既往の臨時財政対策債の元利償還等に係

る発行額１兆５９０億円を加えた３兆２，２３１億円とすることとしてい

ること。

３ 恒久的な減税に伴う地方財政への影響とその補てん対策

平成１１年度から実施されている恒久的な減税については、平成１７年度

税制改正により、平成１８年分以後の所得税及び平成１８年度分以後の個人

住民税から定率減税を２分の１に縮減することとされており、平成１７年度

の地方財政への影響額には大きな変動はないものと見込まれる。このため、

恒久的な減税に伴い生じる平成１７年度の地方財政への影響額３兆４，７２０

億円については、従前同様次の措置を講じ、地方財政の運営上支障が生じな

いよう対処することとしている。

(1) 恒久的な減税の実施による地方税の減収の補てん

恒久的な減税の実施による平成１７年度の地方税の減収１兆９，１９８
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億円については、次の措置により補てんすることとしていること。

ア たばこ税の一部の地方への移譲

国のたばこ税の一部を地方へ移譲したことによって、１，１３５億円

の増収を見込んでいること。

イ 法人税の地方交付税率の引上げ

法人事業税の減税による減収額の交付団体相当分を、法人税の地方交

付税率の引上げにより補てんすることとし、３５．８％に引き上げたこ

とによって、４，３７５億円の増収を見込んでいること。

ウ 地方特例交付金（減税補てん特例交付金）

地方税の減収見込額の４分の３相当額１兆４，３９８億円から上記ア

及びイによる補てん額の合計額５，５１０億円を控除した額として、

８，８８８億円を見込んでいること。

エ 減税補てん債

地方税の減収見込額の４分の１相当額４，８００億円については、

「地方財政法」第５条の特例として減税補てん債の発行により補てんす

ることとしていること。

なお、その元利償還金相当額については、その全額を後年度地方交付

税の基準財政需要額に算入することとしていること。

(2) 恒久的な減税の実施による地方交付税への影響額の補てん

恒久的な減税の実施による平成１７年度分の地方交付税への影響額１兆

５，５２２億円のうち、平成１７年度に新たに発生する地方交付税の減収

１兆４，２９５億円に係る補てん措置については、国と地方が折半して負

担することとしていること。なお、所得税の定率減税の縮減により、地方

交付税原資が増加した分（５９２億円）に相当する借入金の縮減が見込ま

れること。

このうち国負担分については、交付税特別会計借入金により措置し、平

成２３年度以降１０年間で償還することとし、当該借入金の償還に必要な

財源については、法律の定めるところにより、平成２３年度以降の各年度

において一般会計から交付税特別会計に繰り入れることとするほか、当該

借入金の利子相当額についても、法律の定めるところにより、その発生年



- 8 -

度において、一般会計から繰り入れることとしていること。

地方負担分については、交付税特別会計借入金により措置することとし、

平成２３年度以降１０年間で償還することとしていること。

また、平成１７年度におけるこれらの交付税特別会計借入金に係る利子

相当額のうち、国負担分６０１億円については一般会計からの繰入れによ

り、地方負担分６２６億円については交付税特別会計借入金により措置す

ることとしていること。

なお、これらの新たな交付税特別会計借入金については、引き続き、民

間金融機関からの借入により資金の円滑な調達を図ることとしているが、

現下の短期金融市場の情勢等にかんがみ、平成１８年度からその借入残高

を増高させないための的確な措置を着実に講ずることにより可及的速やか

に借入残高が増高しない状況とするよう、平成１８年度予算編成過程にお

いて具体的措置について決定することとしていること。

４ 平成１５年度税制改正における先行減税に伴う地方財政への影響とその補

てん対策

平成１５年度税制改正において実施することとされた先行減税に伴う平成

１７年度の地方財政への影響額１，７７２億円については、次の措置を講じ、

地方財政の運営上支障が生じないよう対処することとしている。

(1) 先行減税に伴う平成１７年度の地方税の減収７８３億円については、

「地方財政法」第５条の特例として減税補てん債の発行により補てんし、

後年度における地方税の増収により償還することとしていること。

なお、その元利償還金については、その全額を後年度地方交付税の基準

財政需要額に算入することとしていること。

(2) 先行減税に伴う平成１７年度の地方交付税の減収９８９億円については、

交付税特別会計借入金（地方負担）により補てんし、後年度における地方

交付税原資の増収により償還することとしていること。

５ 国庫補助負担金の改革に伴う財源措置

「基本方針２００４」において、平成１７年度及び平成１８年度に地方団

体に対する国庫補助負担金について３兆円程度の廃止・縮減等の改革を行う

こととされている。
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このうち、平成１７年度予算においては、別添資料第４に掲げる税源移譲

に結びつく改革に係る国庫補助負担金について一般財源化等次の措置を講じ

ることとしている。

(1) 国庫補助負担金の一般財源化に伴う財源措置

国民健康保険国庫負担（５，４４９億円）、養護老人ホーム等保護費負

担金（５６７億円）、公営住宅家賃対策等補助のうち公営住宅家賃収入補

助分（３２０億円）など、税源移譲に結びつく改革に係るもののうち、暫

定措置とされた義務教育費国庫負担金の減額分（４，２５０億円）を除い

た国庫補助負担金（計６，９８９億円）については、平成１７年度から一

般財源化することとし、所要の事業費について、その全額を地方財政計画

に計上するとともに、地方交付税の基準財政需要額に算入することとして

いること。

また、この国庫補助負担金の一般財源化に伴い、税源移譲すべきものと

して精査した額（６，９１０億円）を所得譲与税として税源移譲するとと

もに、地方交付税の基準財政収入額に全額を算入することとしていること。

(2) 義務教育費国庫負担金の暫定的な減額に伴う財源措置

義務教育費国庫負担金については、政府・与党合意において、８，５００

億円程度の暫定的な減額を行うこととされ、そのうち、平成１７年度にお

いては４，２５０億円を暫定的に減額することとされており、当該減額相

当分については、税源移譲予定特例交付金により財源措置することとして

いること。

なお、義務教育制度については、政府・与党合意において、「その根幹

を維持し、国の責任を引き続き堅持する。その方針の下、義務教育に係る

費用負担についての地方案を活かす方策を検討し、また教育水準の維持向

上を含む義務教育の在り方について幅広く検討する。こうした問題につい

ては、平成１７年秋までに中央教育審議会において結論を得る」とされて

いるところであること。

以上のほか、政府・与党合意において、平成１７年中に、「(1) 生活保護・

児童扶養手当に関する負担金の改革 (2) 公立文教施設等、建設国債対象経

費である施設費の取扱い (3) その他」について検討を行い、結論を得るこ
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ととされているので、十分留意されたい。

平成１７年度における「三位一体の改革」の全体像については、別添資料

第５を参照されたい。

６ 決算かい離の一体的是正

平成１７年度においては、ハードからソフトへと政策転換を進める地方の

実情に応じ、地方財政計画歳出の投資的経費（単独）を７，０００億円（一

般財源ベースで３，５００億円）減額する一方、一般行政経費（単独）を３，

５００億円（全額一般財源）増額することにより、地方財政計画と決算の一

体的なかい離是正に着手している。このかい離是正分の一般財源に相当する

地方財源不足分については、他の財源不足対策と同様、基本的にはその２分

の１を国が、２分の１を地方が負担することとしているが、平成１７年度は

全額臨時財政対策債により措置することとし、今後５年で、段階的に通常の

財源不足の補てん措置に移行することとしている。なお、この間において、

本来であれば国負担となる分との差額については、後年度に交付税総額に加

算することにより調整することとしている。

７ 地方交付税の総額

平成１７年度の地方交付税の総額は１６兆８，９７９億円（前年度比１１７

億円、０．１％増）となっている。

なお、次の(1)から(4)までに掲げる額の合計額については、平成２３年度

以降の地方交付税の総額に加算することとし、(5)から(7)までに掲げる額の

合計額については、平成１８年度の地方交付税の総額から減額することとし、

その旨法律に定めることとしている。

(1) 平成４年度までの投資的経費に係る国庫補助負担率の引下げ措置に伴い

一般会計から交付税特別会計に繰り入れることとしていた額等

３，４９２億円

(2) 平成５年度の投資的経費に係る国庫補助負担率の見直しに関し、一般会

計から交付税特別会計に繰り入れることとしていた額 １８９億円

(3) 平成９年度の地方消費税の未平年度化の影響に関し、一般会計から交付

税特別会計に繰り入れることとしていた額 ６３億円

(4) 昭和６１年度、平成４年度から平成８年度までの間及び平成１０年度に
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おける交付税特別会計借入金に関し、一般会計から交付税特別会計に繰り

入れることとしていた利子相当額（後年度に償還財源を一般会計から交付

税特別会計に繰り入れることとしているものに係るものを除く。）

５３４億円

(5) 平成１５年度において一般会計から交付税特別会計に繰り入れた通常収

支に係る国負担分の借入金利子相当額の予算額と実際に要した額の差額

１，２３２億円

(6) 平成１５年度において一般会計から交付税特別会計に繰り入れた恒久的

な減税に係る国負担分の借入金利子相当額の予算額と実際に要した額の差

額 ３０７億円

(7) 平成１５年度において一般会計から交付税特別会計に繰り入れた国庫補

助負担金の一般財源化に係る国負担分の借入金利子相当額の予算額と実際

に要した額の差額 ３億円

８ 地方税制改正

平成１７年度の地方税制改正においては、現下の経済・財政状況等を踏ま

えつつ、持続的な経済社会の活性化を実現するための「あるべき税制」の構

築に向け、定率減税の縮減、所得譲与税による税源移譲、法人事業税の分割

基準の見直しその他の所要の措置を講じることとしている。

税源移譲については、平成１８年度税制改正において、所得税から個人住

民税への本格的な税源移譲を実現することとしている（平成１８年通常国会

で税法改正を行い、平成１９年分所得税・平成１９年度分個人住民税から適

用。平成１８年度の税源移譲は、所得譲与税で対応。）。この税源移譲は、

平成１６年度に所得譲与税及び税源移譲予定特例交付金として措置した額を

含め、概ね３兆円規模を目指し、個人住民税所得割の税率をフラット化する

ことを基本として実施することとしている。平成１７年度においては、暫定

的措置として、所得譲与税により、１兆１，１５９億円の税源移譲を行うこ

ととしている。

９ 地方債

地方債については、地方財源の不足に対処するための措置を講じるととも

に、極めて厳しい地方財政の状況の下で、その健全性の確保に留意しつつ、
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地方団体が個性豊かで活力に満ちた地域社会の構築を目指して、地域再生の

推進、それぞれの地域の特性を活かした魅力あふれる地域づくり、ＩＣＴ

（情報通信技術）を活用した住民サービスの向上と地域経済の活性化、災害

等に強く安心安全な地域づくり等の当面する政策課題に重点的・効率的に対

応しうるよう、所要の地方債資金の確保を図ることとして、平成１７年度の

地方債計画を策定している。

その規模は、１５兆５，３６６億円で、前年度に比し１兆９，４７７億円、

１１．１％の減となっている。

10 国民健康保険制度の財政基盤の強化等

国民健康保険事業の厳しい財政状況に配意し、平成１３年度に決定された

医療制度改革大綱や、平成１４年度の健康保険法の改正、政府・与党合意等

を踏まえ、国民健康保険に対して、財政基盤の強化や広域化等のために必要

な措置を次のとおり講じることとしている。

(1) 給付費に係る国庫負担と保険料負担を均等にするとの基本的考え方を維

持しつつ、当該都道府県内の市町村の国民健康保険に関する財政調整権限

の一部を国から都道府県に移譲し、保険基盤安定制度（保険料軽減分）等

による財政安定化の効果も勘案しつつ、これらの制度と一体的に財政調整

を行うこととするため、都道府県財政調整交付金制度（３，５３２億円）

を創設することとし、その所要額について、地方交付税措置を講じること

としていること。なお、都道府県財政調整交付金は、各都道府県ごとに給

付費等の７％（平成１７年度は５％）とすることとしており、その市町村

への配分方法については、地方三団体及び総務・厚生労働両省による検討

の場を設け、地方の意見を尊重しつつガイドラインを作成することとして

いること。

また、国保被保険者の保険料負担の緩和を図る観点から、市町村が保険

料軽減相当額に応じて、国及び都道府県の負担金を受け入れつつ、一般会

計から国民健康保険特別会計へ繰り入れる保険基盤安定制度（保険料軽減

分）（３，８３４億円）については、従前の国庫負担分（１／２）につい

て都道府県へ税源移譲のうえ、一般財源化する（都道府県３／４、市町村

１／４）とともに、その所要額について地方交付税措置を講じることとし
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ていること。

(2) 以下の制度については、平成１３年１２月１８日の総務・財務・厚生労

働３大臣合意に沿って、平成１７年度までの暫定的な措置として、引き続

き、所要額について地方交付税措置を講じることとしていること。

① 保険基盤安定制度（保険者支援分）（８２４億円（国１／２、都道府

県１／４、市町村１／４））

② 高額医療費共同事業（１，９３２億円（国１／４、都道府県１／４、

市町村国保１／２））

③ 国保財政安定化支援事業（１，０００億円（地方交付税措置））

(3) 以上のほか、医療制度改革の一環として、健康寿命の延長・生活の質の

向上を目標とした健康づくりや疾病予防を推進するため、地方団体におけ

る取組に対して、引き続き地方交付税措置を講じることとしていること。

11 公債費負担対策

地方団体の公債費負担の軽減を図るため、普通会計における高金利の公的

資金に係る地方債に対する特別交付税措置を拡充するとともに、一定の公営

企業金融公庫資金に係る公営企業債についての借換え措置を拡大することと

している。

(1) 普通会計における高金利の公的資金に係る地方債に対する特別交付税措

置は、従来分として、

ア 平成１５年度の起債制限比率（３か年平均）が全国平均以上

イ 平成１５年度の経常収支比率が全国平均以上

ウ 平成１５年度の財政力指数（３か年平均）が全国平均以下

のいずれかに該当する地方団体を対象として、利率７．０％以上の地方債

について、措置対象を利率４．０％（平成１６年度５．０％）を超える利

子部分に拡充することとしていること。

また、新たに、重点措置分として、平成１５年度の起債制限比率（３か

年平均）が全国平均以上かつ平成１５年度の財政力指数（３か年平均）が

全国平均以下の市町村を対象として、利率４．０％以上７．０％未満の地

方債の利子について、措置対象にすることとしていること。

(2) 公営企業金融公庫資金に係る公営企業借換債については、資本費負担が
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著しく高い一定の地方公営企業を対象とした従来分について利率要件を利

率７．０％から６．０％に緩和した上で借換枠を１，０００億円としてい

るほか、平成１７年度の臨時特例措置として、利率７．３％以上の一定の

公営企業債について借換枠を１，０００億円とし、地方債計画に総額２，

０００億円（前年度１，１００億円）計上していること。

また、公債費負担が重く、自主的に公債費負担適正化計画を策定した市町

村に対しては、引き続き同計画の対象とされた地方債の利子等の一部に対し

所要の地方財政措置を講じることとしている。

さらに、公的資金を民間資金に借換えることにより公債費負担の平準化を

図ることとする団体に対し、公的資金の借換えに伴い必要となる補償金を含

めた所要資金の全額を借換債の対象とすることとしている。

12 地方財政の規模

平成１７年度の地方財政の、歳入歳出規模（地方財政計画ベース）は８３

兆７，７００億円程度（前年度比１．１％程度減、国保調整交付金を除いた

場合８３兆４，２００億円程度、前年度比１．５％程度減）、歳出のうち公

債費（公営企業繰出金中企業債償還費普通会計負担分を含む。）及び不交付

団体水準超経費を除く地方一般歳出の規模は前年度比１．２％程度の減（国

保調整交付金を除いた場合１．７％程度の減）となる見込みである（別添資

料第６）。

第３ 予算編成の基本的考え方

平成１６年度の我が国経済は、一部に弱い動きがみられるが、年度全体を

通してみると、企業収益が大幅に改善するなど企業部門が引き続き堅調な中、

雇用環境が持ち直す動きがみられ、民間需要中心の回復を続けると見込まれ

る。物価については、国内企業物価は原油など素材価格が高騰した影響によ

る上昇がみられるが、消費者物価は前年比で小幅な下落基調が続くなど、緩

やかなデフレ状況が継続すると見込まれる。

「平成１７年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」によれば、政

府は、「改革なくして成長なし」、「民間にできることは民間に」、「地方

にできることは地方に」との方針の下、「基本方針２００４」に基づき、個
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人や企業の挑戦する意欲と地方の自主性を引き出すため、各分野にわたる構

造改革を引き続きスピード感を持って一体的かつ整合的に推進し、民間需要

主導の持続的な経済成長を図ることとしている。また、デフレからの脱却を

確実なものとするため、政府は、日本銀行と一体となって政策努力を更に強

化するほか、今後とも、経済情勢によっては、大胆かつ柔軟な政策運営を行

うこととし、平成１７年度においては、世界経済の回復が続く中で、生産や

設備投資が増加するなど企業部門が引き続き改善することを背景に、景気回

復が雇用・所得環境の改善を通じて家計部門へ波及する動きが強まり、消費

は着実に増加すると見込まれている。これにより、我が国経済は、引き続き

民間需要中心の緩やかな回復を続けると見込まれ、物価については、政府・

日本銀行一体となった取組を進めることにより、デフレからの脱却に向けた

進展が見込まれている。

そうした中で、明年度の地方財政は、地方財政計画の規模の抑制に努めて

もなお平成１６年度に引き続き大幅な財源不足の状況にある。地方財政の借

入金残高は平成１７年度末には２０５兆円に達する見込みとなっているが、

今後、その償還負担の一層の増加や社会保障関係経費の自然増が見込まれる

ところであり、これにより将来の財政運営が圧迫されることが強く懸念され

ている。

現下の極めて厳しい地方財政の状況、国・地方を通ずる財政構造改革の必

要性を踏まえると、引き続き、地方団体においては、地方分権の時代にふさ

わしい簡素で効率的な行政システムを確立するため、徹底した行政改革を推

進するとともに、歳出の徹底した見直しによる抑制と重点化を進め、また、

歳入面でも自主財源について積極的な確保策を講じるなど、効率的で持続可

能な財政への転換を図ることが急務である。

平成１７年度の予算編成に当たっては、このような現状を踏まえ、財政の

健全性の確保に留意しつつ、それぞれの地域経済の状況にかんがみ、個性と

工夫に満ちた魅力ある都市と地方の形成、循環型社会の構築・地球環境問題

への対応、少子・高齢化対策等の地域の課題に重点的に取り組み、住民福祉

の向上に努めるとともに、地域経済の活性化と地域雇用の創造を地域の視点

から積極的かつ総合的に推進し、地域再生に積極的に取り組まれたい。
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１ 平成１７年度の国内総生産の成長率は、名目１．３％程度、実質１．６％

程度と見込まれているが、景気の動向は地域や業種によって異なるものと考

えられるので、経済動向を十分踏まえて適切な財政運営を行うよう配慮され

たい。

２ 地方分権や住民ニーズの高度化・多様化等に適切に対処するため、地方団

体が徹底した行財政改革に取り組むことが強く期待されている。

各地方団体においては、「今後の行政改革の方針」（平成１６年１２月２４

日閣議決定）の趣旨等も踏まえ、引き続き行政改革の計画的な取組を推進す

るとともに、独自の工夫を加えつつ、事務事業の見直し、組織・機構の簡素

効率化、外郭団体の統廃合等、定員管理・給与の適正化、民間委託等の推進

など行財政運営全般にわたる改革を引き続き積極的に進められたい。特に民

間委託等の推進については、「地方公共団体における事務の外部委託の実施

状況の調査結果等を踏まえた民間委託等の推進の観点からの事務事業の総合

的点検について」（平成１６年３月２５日総務省自治行政局長通知）などを

踏まえ、各地方団体においても、更に積極的かつ計画的に取り組まれたい。

また、地方団体全体の取組状況や先進的な取組事例については、総務省のホ

ームページ等により、適宜、紹介するので参考とされたい。ＰＦＩ事業の活

用や行政評価システムの導入などの新たな行政改革手法についても、積極的

に取り組まれたい。

なお、「今後の行政改革の方針」に基づき、平成１６年度末までに新たな

地方行革指針を策定する予定であるので、留意されたい。

３ 定員及び給与については、定員管理及び給与水準等の適正化を図り、給与

関係経費を抑制するとともに、公務の能率的運営を推進されたい。

給料や諸手当において不適正・不適切な制度・運用がある場合には、速や

かにその適正化を図られたい。

特に、高齢層職員について、昇給停止年齢を国と同様に原則５５歳に引き

下げる等の措置を講じていない団体にあっては、早急に措置されるとともに、

特殊勤務手当については、「地方公務員の特殊勤務手当の適正化について」

（平成１０年５月１１日付け自治省給与課長通知）及び「特殊勤務手当に係

る総合的な点検の実施について」（平成１６年１２月２７日付け総務省給与
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能率推進室長通知）に基づいて廃止を含め、早急にその見直しを図られたい。

国家公務員の退職手当については、昨年１０月より、最高支給率が５９．

２８に引き下げられ、また、退職時の特別昇給についても、昨年５月１日付

けをもって廃止されているところであるので、地方公共団体における退職手

当についても、国に準じた措置を早急に講じられたい。

定員管理については、数値目標を掲げた定員適正化計画の着実な実行、見

直しを図るなど、定員管理の適正化を一層推進し、定員の縮減に努められた

い。特に、市町村合併の進展を踏まえ、計画的に組織の合理化や公共施設の

効率的な配置を進めることなどにより、一層の定員管理の適正化に努められ

たい。

なお、国において「今後の行政改革の方針」により、「平成１７年度から

平成２１年度までの５年間に平成１６年度末定員の１０％以上を削減するこ

とを目指す。このため、平成１７年夏に定員削減計画を改定する。」とされ

ていることに留意されたい。

また、昨今の厳しい財政状況等を踏まえた「定員モデル（町村分）」の改

定結果を本年３月末までに送付するので、各地方団体における定員管理の参

考指標として、積極的に活用されるよう貴都道府県内の町村に対し助言され

たい。

職員の人材育成については、分権型社会に向けた公務の能率的運営の推進

の観点から、能力・実績を重視した新しい人事評価システムの導入が求めら

れており、「今後の行政改革の方針」の趣旨も踏まえ、公正かつ客観的な人

事評価システムの構築に取り組まれたい。なお、人事評価システムの構築に

対する地方財政措置を新たに講じることとしている。

４ 各地方団体においては、自らの財政状況を分析し、事務事業の見直し、歳

出全般の効率化と財源配分の重点化を図るとともに、財政健全化のための計

画を策定するなど自主的かつ主体的に財政構造の改善を図られたい。

なお、行政改革大綱等に基づき数値目標等を設定、公表して行政改革や財

政健全化に取り組んでいる地方団体について、当該数値目標等により、将来

の財政負担の軽減が見込まれる範囲内において、充当率の引上げ等による財

政健全化債を引き続き発行できることとし、平成１６年度と同様、「地方財
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政法」第５条の範囲内での充当事業の拡大及び発行可能額の拡大を行うこと

としているので、中長期的な観点に立った適切な財政運営の確保に十分配慮

したうえ、活用を図られたい。

５ 適正な予算の執行を確保する観点等から、監査委員制度の適正な運用、監

査の徹底に努めるとともに、外部監査制度の積極的な活用を図られたい。

６ 「市町村の合併の特例に関する法律」（昭和４０年法律第６号。以下「現

行合併特例法」という。）の下で十分な成果があげられるよう、市町村合併

を積極的に推進してきたところであるが、昨年５月の同法の一部改正により、

平成１７年３月３１日までに合併の申請を行い、平成１８年３月３１日まで

に合併した市町村（以下「経過措置団体」という。）については、引き続き

同法を適用する経過措置が講じられたところである。

このため、地方財政措置の拡充、公共事業の優先採択・重点投資、合併に

際しての各種障害除去対策等、合併に関する関係省庁の連携支援策を盛り込

んだ政府の「市町村合併支援プラン」については、原則として、経過措置団

体に対しても適用することとされたところであり、この支援プランに基づく

各種支援等の活用を図られたい。

また、現行合併特例法の期限後も引き続き自主的な市町村合併を推進する

ため、昨年５月に「市町村の合併の特例等に関する法律」（平成１６年法律

第５９号。以下「合併新法」という。）が制定されたところであるが、合併

新法下においても、市町村合併の実現に向けた地域住民の合意の形成等を図

るための広報・啓発事業を引き続き行うこととしているほか、同法において、

市町村合併の推進に関する構想の策定など、都道府県が新たな役割を担うこ

ととされたことを踏まえ、引き続き市町村合併を積極的に推進されたい。

７ 投資的経費に係る地方単独事業については、ハードからソフトへ政策転換

を進める地方の実情に応じ、地方財政計画の歳出について投資的経費と経常

的経費の一体的なかい離是正に着手したところであり、この結果、「基本方

針２００３」に沿った抑制分（４，０００億円の減）と一体的かい離是正分

（７，０００億円の減）とをあわせて、前年度比１兆１，０００億円減の１２

兆３，７００億円程度を計上したところである。なお、この一体的なかい離

是正は、平成１８年度以降も着実に実施することとしている。
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この額は、前年度の額に比して８．２％の減となっているが、かい離是正

分を除いた場合は３％の減であり、地方団体の予算編成に当たっては、この

増減率を参考として、近年、地方団体の決算額が地方財政計画額を下回って

いる実態にあることにも留意の上、地域の実情に即して、生活関連基盤の整

備や地域経済の振興等に必要な事業量を確保されたい。

また、事業内容については、いわゆる箱物整備を抑制するとともに、地域

情報化等の基盤整備への重点化を図ることとし、「地域活性化事業」（６，３００

億円）において、地方債及び地方交付税による措置を講じることとしている

ので、積極的な活用を図られたい。

「地域活性化事業」においては、地域の活性化に向けて、それぞれ次に例

示するような事業について財政措置の対象とすることとしているので、その

活用を図られたい。

(1) 循環型社会形成事業

・ 「地域環境保全・創造対策」として、地方団体が率先して取り組む自

然再生・地球温暖化対策に係る事業等

(2) 少子・高齢化対策事業

・ 「子育て支援事業」として、子育て支援の観点から行う公共施設の改

善等

(3) 地域資源活用促進事業

・ 「地域経済新生事業」として、地域の産業・経済基盤の強化と個性あ

る発展につながる基盤整備事業

・ 「観光立国推進対策」として、観光資源を有効活用し、外国人観光客

の誘致等を図るための施設の整備

・ 「地域文化・スポーツ施設活用促進事業」として、既存の文化・スポ

ーツ施設の有効活用を図るためのリニューアル事業

(4) 都市再生事業

・ 「都市再生関連対策」として、都市再生のために行われる快適な都市

環境施設の整備、都市基盤の向上に資する施設の整備等

(5) 地域情報通信基盤整備事業

・ 「地域情報化推進事業」として、地域間格差の是正や活力ある地域社
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会の形成に資するための、地域公共ネットワーク等の高速・超高速ネッ

トワークインフラの整備、電子自治体業務の共同処理センター機能の整

備等

さらに、「地域再生事業」として、地域経済の活性化及び地域雇用の創造

を実現し地域の再生を図るため、地方単独事業を積極的に展開しようとする

地方団体が事業を円滑に実施できるよう、引き続き、地方債措置を講じるこ

ととしている。

なお、「都市公園等一体整備促進事業」及び「港湾緑地一体整備促進事業」

については、平成１６年度をもって廃止することとしているが、平成１６年

度までに既に起債許可を受けているものは、経過的に最長平成２０年度まで

従来どおりの財政措置を行うこととしている。

８ 「地域再生関連対策」として、国の認定を受けた地域再生計画に基づく事

業について所要の地方債措置を講じることとするほか、アウトソーシング等

の促進、コミュニティ・サービス事業等の活性化、ＩＣＴを活用した地域通

貨の導入・普及、ひとづくり、安心・安全な地域づくり及び観光振興に要す

る経費について、地方交付税措置を講じることとしている。

９ 「地域を支える人づくり事業」として、Ｕ、Ｊ、Ｉターンの促進等地域を

支える人材の確保・定着や育成等に要する経費に対して引き続き地方交付税

措置を講じることとしている。

10 「地域文化振興対策」として、住民の芸術文化活動の支援、創造的で文化

的なまちづくり、地域文化財・歴史的遺産の活用による地域おこし等に要す

る経費について、引き続き地方交付税措置を講じることとしている。

11 「科学技術振興対策」として、地域における科学技術の振興に向けた地方

団体の自主的かつ戦略的な事業に要する経費について、引き続き地方交付税

措置を講じることとしている。

12 「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」（平成１５年７月高度情報通信ネットワーク社

会推進戦略本部策定）及び「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画－２００４」（平成１６

年６月高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部策定）等の趣旨を踏まえ、

各地方団体においても、電子自治体の実現をはじめ、地域の情報化に積極的

に取り組むことが必要である。
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このため、各地方団体においては、既存業務の見直しや、都道府県単位等

のシステムの広域的整備等により、住民サービスの向上、地方団体の業務改

革及び地域における情報関連産業の育成などの効果をもたらす電子自治体の

実現に向けて、積極的に取り組まれたい。

このような取組を支援するため、「地域情報化推進事業」として、

・ 地方団体が行う庁内ＬＡＮ及び必要な職員に対する１人１台パソコンの

整備、

・ 総合行政ネットワーク、住民基本台帳ネットワークシステム及び公的個

人認証サービス制度の運営、

・ 申請・届出、入札、歳入、地方税申告手続等の電子化の推進、

・ セキュリティポリシー策定やセキュリティ監査、セキュリティ研修等の

情報セキュリティ対策

等に要する経費について、引き続き地方交付税措置を講じることとしている。

また、地域住民の情報リテラシーの向上等、誰もがＩＣＴを利用できる社

会を実現するための取組に要する経費についても、引き続き地方交付税措置

を講じることとしている。

13 「教育情報化対策」として、平成１７年度を目標に、全ての学級のあらゆ

る授業において教員及び生徒がコンピュータを活用できる環境を整備できる

よう、引き続き地方交付税措置を講じるとともに、全ての公立小中高等学校

等がインターネットにアクセスするために必要な経費についても引き続き地

方交付税措置を講じることとしている。

14 「特殊法人等整理合理化計画」（平成１３年１２月閣議決定）に基づき、

日本育英会が平成１６年３月末日をもって廃止されたことに伴い日本育英会

において実施されていた高校奨学金貸付事業については、平成１７年度から

都道府県に事業を移管し実施することとされているため、その円滑な実施が

可能となるよう、事務処理に要する経費について地方交付税措置を講じるこ

ととしている。

15 「わがまちづくり支援事業」として、住民による話し合いの場づくりやそ

の結果を受けた取組に対する市町村の支援に要する経費について引き続き地

方交付税措置を講じることとしている。
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16 「地域経済新生事業」として、ベンチャー企業等への支援や販路開拓支援

等に要する経費に対して、引き続き地方交付税措置を講じることとしている。

17 「地域経済活性化対策」として、引き続き、ふるさと融資による支援措置

を講じるとともに、新技術の開発支援や貸工場、直販施設等の整備に要する

経費に対しても地方財政措置を講じることとしている。また、日本政策投資

銀行の融資制度について、一定の要件の下に金利の一部引下げ措置を講じる

こととしている。

なお、ふるさと融資制度の特例措置（離島地域及び特別豪雪地帯における

融資比率の引上げ及び融資限度額全体の引上げ）については、一部の地域の

融資限度額の見直しを行った上で平成１８年３月３１日まで延長することと

している。

18 「中小企業金融対策」については、中小企業への資金供給の円滑化を図る

ため、引き続き金融機関に対する預託等に係る地方交付税措置を講じること

としている。

19 「中心市街地再活性化特別対策事業」として、引き続き、地方団体が計画

的、総合的に実施する中心市街地再活性化のための事業に対して、地方財政

措置を講じるとともに、都市再生対策の観点から行う調査・研究等に要する

経費に対しても地方交付税措置を講じることとしている。特に、支援の重点

を基本計画の策定から計画の効果的実施に移していくとの観点から、計画に

位置づけられた事業の具体化や、既に策定された基本計画の再評価について

重点的に支援を行うこととしている。

20 「農山漁村地域活性化対策」として、農山漁村地域の生活環境の整備や都

市と農山漁村の共生・対流等を促進する地方単独事業や国の施策との連携事

業に要する経費に対して所要の地方財政措置を講じることとしている。

このうち、国庫補助事業と連携して行う農山漁村と都市の交流促進や地域

資源を活かした多様な地域産業の振興等に係る地方単独事業についても、地

方財政措置を講じることとしている。

平成１６年度までとされていた中山間地域等への直接支払いについては、

将来に向けた農業生産活動を継続できる取組を促す方向で制度見直し等を行

った上で、平成２１年度まで継続することとされており、これに伴い地方単
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独事業に要する経費に対しても引き続き地方交付税措置を講じることとして

いる。

また、新たに離島漁業を再生するための漁業集落による生産力向上等の活

動を支援する「離島漁業再生支援交付金」が創設され、平成２１年度までの

事業とされているところであるが、当該交付金による事業と連携して、地域

の実情に応じて行う離島地域への支援事業等の地方単独事業に要する経費に

対し地方交付税措置を講じることとしている。

21 「森林・林業振興対策」として、山村地域の基幹的産業である林業・木材

産業の振興対策を推進し、また、森林の適正管理を図ることにより、地球温

暖化防止対策に資するとともに、山村地域の活性化を促進するための経費に

ついて、地方交付税措置を講じることとしている。

22 「生活交通確保対策」として、地方バスの運行に関し地方団体が地域協議

会における検討等に基づき、地域の実情に応じて路線バスの維持等の対策を

講じるために要する経費について、引き続き地方交付税措置を講じることと

している。

23 姉妹都市交流を通じた国際観光の一層の推進を図るため、姉妹都市交流に

係る地方財政措置を拡充することとしている。また、「観光立国推進対策」

として、「観光立国行動計画」（平成１５年７月観光立国関係閣僚会議決定）

等を踏まえた宣伝・広告、受入れ体制の整備、外国人向け観光の企画調査等

地方団体による外国人観光客の誘致等への自主的取組に対して、引き続き地

方交付税措置を講じることとしている。

24 小学校における総合学習の時間などを活用した英語活動を一層推進するた

め、小学校専属ＡＬＴ（外国語指導助手）を重点的に増員するなど語学指導

等を行う外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）を拡充することとしている。

また、地域の国際化を推進するため、国際交流・国際協力施策に要する経費

について、引き続き地方交付税措置を講ずることとしている。

25 「治安維持特別対策」として、警察官３，５００人の増員を見込むととも

に、交番相談員の増員、地域住民と警察署との連絡システムの整備、自主防

犯活動に対する支援、地域住民の防犯意識の高揚等治安の維持・犯罪の抑止

対策に係る人的・物的基盤の充実強化に要する経費について、引き続き地方
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交付税措置を講じることとしている。

26 「子ども・子育て応援プラン」、「新障害者プラン」等の着実な推進を図

る観点から、地方財政計画において国庫補助負担事業に伴う所要額を計上す

るとともに、規模是正分も含め社会福祉系統経費（単独）を前年度に比し約

４．２％、約１，８１０億円増の４兆５，２００億円程度計上することとし

ている。

27 「共生のまちづくり推進」として、ユニバーサルデザインによるまちづく

りやＮＰＯ等の活動の活性化を推進する事業に要する経費について、引き続

き地方交付税措置を講じることとしている。

また、公営交通や民間施設等のバリアフリー化に対する支援に対して、地

方債又は地方交付税による措置を講じることとしている。なお、庁舎におけ

る音声標識ガイド装置の設置等に対し引き続き特別交付税による措置を講じ

ることとしている。

28 「介護保険制度支援対策」として、引き続き地方団体が地域の実情に応じ

た取組を行うことができるよう、介護保険事業計画の策定、広報啓発、ホー

ムヘルパー及びケアマネージャーの育成等に要する経費について地方交付税

措置を講じることとしている。また、介護保険制度については、平成１２年

４月の法施行後５年を目途とした制度全般の見直しの一環として、給付の内

容の見直し等の制度改正が予定されていることから、それに伴うシステム改

修等の経費について、地方交付税措置を講じることとしている。

29 「子育て支援事業」として、育児相談事業等地方団体が地域の実情に応じ

て行う事業に要する経費について、引き続き地方交付税措置を講じることと

している。

30 「地域環境保全・創造対策」として、環境への負荷の少ない、自然と調和

した循環型社会の形成を推進するため、地球温暖化防止対策、自然共生型社

会の構築、廃棄物の発生抑制・リサイクル対策等に要する経費について、地

方交付税措置を講じることとしている。

31 「国土保全対策」として、国土保全の見地からの農地、森林等の管理対策、

後継者対策、第三セクターの活用等に要する経費について、引き続き地方交

付税措置を講じることとしている。
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32 「防災対策事業」として、災害等に強い安心安全なまちづくりを推進する

ため、防災基盤の整備や公共施設等の耐震化等の防災対策について、地方債

及び地方交付税による措置を講じることとしている。

また、新たに武力攻撃事態等における国民の保護の観点から必要となる設

備整備についても、同様の措置を講じることとしている。

なお、平成１６年３月の中央防災会議では東海地震に係る地震防災基本計

画の修正、東南海・南海地震防災対策推進基本計画の策定などがなされたと

ころであるので、これらのことを踏まえて、耐震化の促進や津波対策の推進

等に努められたい。

33 平成１６年６月に成立した「武力攻撃事態等における国民の保護のための

措置に関する法律」において、都道府県及び市町村は国民保護計画の策定や

警報の伝達・避難指示・避難誘導等の国民の保護のための措置の実施に当た

って重要な役割を果たすこととされているが、これらの業務を行うに当たり

必要な体制整備に係る経費として、国民保護計画策定や住民に対する普及啓

発、国民保護訓練の実施等の経費について地方交付税措置を講じることとし

ている。

これらを踏まえ、都道府県の国民保護計画は平成１７年度中を目途に、市

町村の国民保護計画及び指定地方公共機関の国民保護業務計画は平成１８年

度を目途に作成されるよう、所要の準備を進められたい。

34 救命効果の更なる向上を図るため、救急救命士を含む救急隊員の応急処置

等の質を医学的観点から保障するメディカルコントロール体制の充実・強化

に要する経費について、地方交付税措置を講じることとしている。

35 ＰＦＩ事業は、効率的かつ効果的に公共施設を整備し、質の高い公共サー

ビスを提供する上で有効な手法であるので、「地方公共団体におけるＰＦＩ

事業について」（平成１２年３月２９日付け自治事務次官通知）及び「民間

資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に基づいて地方

公共団体が実施する事業に係る地方財政措置について」（平成１２年３月

２９日付け自治省財政局長通知）を参考として、適切な需要見通しを行うな

ど事業の安定性の確保に留意しつつ、その積極的な活用に努められたい。

36 地方団体の基金については、その規模や管理などについて十分検討を行っ
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たうえで、それぞれの基金の設置の趣旨に即して、適正な管理・運用に努め

られたい。

37 公営企業会計と一般会計との間の経費負担区分については、「平成１７年

度地方公営企業繰出金について」（自治財政局長通知）により別途通知する

こととしているが、その適正な運用に努め、地方公営企業がその本来の在り

方に即した健全な経営を行いうるよう配慮されたい。

38 地方公営企業及び地方公社等（第三セクターを含む。）については、その

経営の適否が地方団体の財政に重大な影響を及ぼすことにかんがみ、普通会

計のほか公営企業会計及び地方公社等の財政状況を全体として的確に把握し、

総合的な行財政運営に努めるとともに、「今後の行政改革の方針」の趣旨等

を踏まえ、経済環境の変化への対応、経営主体の経営の効率化、地方団体の

財政運営のより一層の健全化等の観点から、その経営改善等について積極的

に取り組まれたい。

39 第三セクターに関しては、「第三セクターに関する指針」（平成１５年１２

月１２日付け総務省自治財政局長通知）の趣旨を踏まえ、外部の専門家によ

る監査を活用する等監査体制の強化を図ること、政策評価の視点も踏まえ、

点検評価の充実、強化を図ることのほか、積極的かつ分かりやすい情報公開

に努めるとともに、完全民営化を含めた既存団体の見直しを一層積極的に進

められたい。さらに、経営状況が深刻であると判断される場合には、問題を

先送りすることなく、経営悪化の原因を検証し、債権者等関係者とも十分協

議しつつ、経営改善策の検討を行い、その上で、経営の改善が極めて困難と

判断されるものについては、法的整理の実施等について検討されたい。この

場合、地方団体は、出資の範囲内の負担、損失補償契約等に基づく負担を負

うのが原則であり、過度の負担を負うことのないように留意されたい。

また、新たな第三セクターの設立に当たっては、事業の必要性、公共性、

採算性等その意義及び行政関与の必要性について十分な検討を行うとともに、

民間との競合関係にも留意の上、慎重に検討されたい。

なお、第三セクターの債務に係る損失補償契約等の債務負担行為の設定は、

将来の財政運営への影響を考慮し、特に慎重に対処されたい。

40 土地開発公社の運営に当たっては、「「公有地の拡大の推進に関する法律
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の施行について（土地開発公社関係）」の改正について」（平成１２年４月

２１日付け建設省建設経済局長、自治大臣官房総務審議官通知）等を踏まえ、

次の点に留意されるとともに、土地開発公社の状況を踏まえつつ、その在り

方について抜本的な検討を行われたい。

(1) 新たな土地の取得については土地利用計画等を慎重に検討し、土地開発

公社が現に保有している土地については事業計画の見直し等を含めて処分

の促進に努め、特に保有期間が長期にわたる土地については、処分を積極

的に行うこと。また、土地取得手続の適正化や金利の低減、積極的な情報

公開等に努めること。

(2) 「土地開発公社経営健全化対策について」（平成１６年１２月２７日付

け総務事務次官通知）により、公社経営健全化計画の策定対象団体を大幅

に拡充するとともに、当該計画に基づく取組に対して、従来よりも幅広く

地方財政措置を講じることとしたので、計画的に保有土地を縮減すること

等を通じて経営の抜本的な健全化に取り組まれたいこと。

(3) 地方団体が、土地開発公社の保有する公共公用施設用地を再取得するこ

となく事業の用に供することや、再取得に要した費用を長期にわたり繰り

延べることは、不適切な財政運営であることから、可及的速やかにその改

善を図ること。

第４ 歳入

１ 地方税

地方税については、次の諸点に留意するとともに、課税客体、課税標準等

の的確な把握、着実な滞納整理を図り、徴収の確保に努められたい。

(1) 平成１７年度の地方税制改正による増減収額と国の税制改正に伴う増減

収額とを合わせ、平成１７年度の税制改正による減収額を２２億円と見込

んでいること。

(2) 平成１７年度の地方財政計画における地方税収入見込額については、税

制改正後において前年度当初見込額に対し、９，９５８億円、３．１％増

の３３兆３，１８９億円（道府県税にあっては４．３％の増、市町村税に

あっては２．２％の増）になるものと見込まれること。
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主要税目では、道府県民税のうち所得割２．４％の増、法人税割

２３．１％の増、利子割４５．３％の減、法人事業税１５．４％の増、

地方消費税０．２％の増、市町村民税のうち所得割１．８％の増、法人税

割１８．３％の増、固定資産税（交・納付金を除く。）０．６％の増とな

る見込みであること。

なお、この地方税収入見込額は、地方団体全体の見込額であるので、地

域における経済の実勢等に差異があること等を踏まえ、適正な収入の見積

りを行う必要があること。

(3) 都市計画税は、「都市計画法」（昭和４３年法律第１００号）に基づい

て行う都市計画事業等に要する費用に充てるために課される目的税である

ことから、対象事業に要する費用を賄うためその必要とされる範囲につい

て検討を行い、適宜、税率の見直し等を含めた適切な対応を行う必要があ

ること。

また、本税の目的税としての性格にかんがみ、都市計画税収の都市計画

事業費への充当について明示することにより、都市計画税収の使途を明確

にすべきものであること。

(4) 入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消

防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）

に要する費用に充てる目的税である。このことから、入湯税収の具体的事

業費への充当について予算書、決算書の事項別明細書あるいは説明資料等

において明示することにより、入湯税収の使途を明確にすべきものである

こと。

２ 地方譲与税

地方譲与税の収入見込額は、１兆８，４１９億円（前年度比６，９６７億

円、６０．８％増）であり、その内訳は、所得譲与税１兆１，１５９億円

（同６，９１０億円、１６２．６％増）、地方道路譲与税３，０７２億円

（同３１億円、１．０％増）、石油ガス譲与税１４７億円（同７億円、

５．０％増）、航空機燃料譲与税１６１億円（同３億円、１．８％減）、

自動車重量譲与税３，７６７億円（同２１億円、０．６％増）及び特別とん

譲与税１１３億円（同１億円、０．９％増）となっている。
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なお、平成１７年度の所得譲与税１兆１，１５９億円については、国庫補

助負担金の改革内容等を踏まえ、都道府県へ総額の５分の３、市町村（特別

区を含む。）へ総額の５分の２を譲与することとし、各都道府県及び市町村

への譲与基準は、平成１６年度と同様、人口によることとしている。

３ 地方特例交付金

地方特例交付金の収入見込額は、総計で１兆５，１８０億円で、前年度に

比し、４，１３２億円、３７．４％の増となっている。

なお、平成１７年度において、義務教育費国庫負担金の一部を暫定的に減

額することとし、当該措置に係る減額相当分（４，２５０億円）について、

平成１６年度から措置されている退職手当及び児童手当の暫定的な一般財源

化分に加えて、税源移譲予定特例交付金により措置することとしている。

(1) 減税補てん特例交付金（恒久的減税に伴う地方特例交付金）

減税補てん特例交付金の総額は、恒久的な減税に伴う地方税の減収見込

額の総額の４分の３の額（１兆４，３９８億円）からたばこ税の一部の地

方への移譲（１，１３５億円）及び法人税の地方交付税率の引上げによる

補てんの額（４，３７５億円）を控除した８，８８８億円であること。

(2) 税源移譲予定特例交付金（平成１６年度及び平成１７年度の義務教育費

国庫負担金等の見直しに伴う地方特例交付金）

ア 平成１６年度の義務教育費国庫負担金の見直しに係る税源移譲予定特

例交付金（各都道府県の義務教育教職員の退職手当及び児童手当に要す

る経費に現行の義務教育費国庫負担法等を適用した場合に国が負担すべ

き額の総額に相当する額２，０４２億円）については、前年度と同様に

人口を基準として交付することとしていること。

なお、財政力指数が１．０を超える都道府県については、義務教育費

国庫負担法等に規定する国庫負担額の最高限度の算定内容を勘案して、

人口について補正を行うこととしていること。

イ 平成１７年度の義務教育費国庫負担金の暫定的な減額に係る税源移譲

予定特例交付金（４，２５０億円）については、教職員給与費（義務教

育費国庫負担法等に規定する国庫負担額の最高限度の算定内容を勘案し

て定めた各都道府県の教職員平均給与に標準法定数を乗じた額）を基本
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として交付することとしていること。

４ 地方交付税

平成１７年度の地方交付税に係る国の一般会計からの繰入れは、所得税

（所得譲与税に係る分を除く、以下同じ。）及び酒税の３２％相当額、法人

税の３５．８％相当額、消費税の２９．５％相当額及びたばこ税の２５％相

当額の合計額１１兆９，８１０億円（平成９年度及び１０年度に係る精算額

のうち平成１７年度分の精算額８７０億円を減額した後の額）に国の一般会

計における加算額２兆５，８９９億円（既往法定分等３，６５７億円、恒久

的な減税に係る交付税特別会計借入金利子分６０１億円及び臨時財政対策加

算分２兆１，６４１億円）を加えた１４兆５，７０９億円であり、前年度当

初に比し８，１７７億円、５．３％減となっている。

地方団体に交付される地方交付税の総額は、これに交付税特別会計借入金

１兆５，９１１億円、交付税特別会計における剰余金等４，４０２億円及び

前年度からの繰越分１兆３４７億円を加算し、交付税特別会計借入金に係る

償還額７９９億円及び利子支払額６，５９１億円を減額した１６兆８，９７９

億円であり、前年度に比し１１７億円、０．１％の増となっている（別添資

料第７）。

各地方団体における地方交付税の額を見込むに当たっては、前年度の決定

額に単純に地方交付税総額の対前年度比を乗じるなどの方法を用いることに

より、結果として過大な見積りを行うことのないよう、次の事項に特に留意

すべきである。

(1) 地方交付税の算定の改革については、一層の簡素化・透明化に取り組む

とともに地方団体の自主的、自立的、効率的な財政運営を促す方向で、以

下の措置を講じることとしていること。

ア 都道府県分について、企画振興費（投資）、その他の土木費（投資）

を廃止しその他の諸費（投資）に統合するなどの経費の種類の統合を行

うとともに、高等学校費（教職員数）の種別補正、林野行政費（公有林

野の面積）の段階補正等の補正係数を廃止することとしていること。

イ 都道府県分の公共事業等に係る事業費補正については、臨時高等学校

整備事業債について、平成１７年度許可債から事業費補正の適用を廃止
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することとしていること。

ウ 行政改革による経費の削減状況や徴収率の向上などを踏まえて、行政

改革や徴税に要する経費について地方団体の経営努力に応える算定を実

施することとしていること。

エ 単位費用の算定に当たり、ゴミ収集等についてアウトソーシング後の

経費を算定の基礎とする見直しを引き続き進めることとしていること。

(2) 基準財政需要額については、(1)の算定の改革を行うとともに、引き続き

基準財政需要額の一部を臨時財政対策債に振り替える措置を講じることと

していること。

また、平成１７年度において一般財源化することとされている国庫補助

負担金については、その事業に係る事業費を基準財政需要額に算入すると

ともに、国民健康保険事業に係る都道府県財政調整交付金及び保険基盤安

定制度（保険料軽減分）、公営住宅家賃対策等補助のうち公営住宅家賃収

入補助分、養護老人ホーム等保護費負担金等に係るものについては、地域

の実情を反映するため、補正を適用することとしていること。

なお、平成１７年度の義務教育費国庫負担金の暫定的な減額分（４，

２５０億円）についても基準財政需要額に算入することとし、年齢構成差

等を反映した補正を適用することとしていること。

基準財政需要額の増減は、道府県分と市町村分、また各地方団体におけ

る経常経費、投資的経費、公債費のウェイト等により地方団体ごとにかな

りの差異が生じるものと見込まれること。

特に、平成１７年度は一般財源化される国庫補助負担金の各地方団体ご

との状況により、基準財政需要額の増額幅に大きな差を生じることが見込

まれるので留意すること。

一方、基準財政収入額については、税源移譲に伴い、団体間の収入の格

差が拡大しないようにしつつ、円滑な財政運営、制度の移行を確保するた

め、税源移譲に伴う増収分を当面１００％算入することとしており、平成

１７年度は、所得譲与税及び税源移譲予定特例交付金がその対象となるも

のであること。

一般的に、道府県分にあっては道府県民税所得割及び法人関係税の増、
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道府県民税利子割の減が見込まれ、市町村分にあっては、市町村民税所得

割、法人税割及び固定資産税（家屋）の増、利子割交付金の減が見込まれ

る。ただし、基準財政収入額の見積もりに当たっては、前年度の実績値を

基礎数値として用いるものが多いことに加え、法人関係税等の精算額が加

算されることとなることから、団体ごとの増減は必ずしも一律ではないの

で、過少に見積もることのないようにすること。

法人関係税、住民税利子割（利子割交付金を含む。）、住民税所得割

（分離譲渡所得分）及び特別とん譲与税については精算措置を講じること

としているが、法人関係税及び住民税利子割（利子割交付金を含む。）の

減収額を対象に減収補てん債を発行する場合には、減収補てん債発行額は、

精算措置の対象額から除くこととしていること。

(3) 基準財政需要額の伸び率については、基準財政需要額の一部を臨時財政

対策債に振り替える措置を講じる前で比較した場合、平成１６年度算定に

比し、経常経費（平成１７年度の一般財源化及び義務教育費国庫負担金の

暫定的な減額（４，２５０億円）に伴う増分を除く）にあっては、道府県

分１．５％程度の減、市町村分０．５％程度の減、投資的経費（事業費補

正分を除く。）にあっては、道府県分１０．５％程度の減、市町村分１０．

５％程度の減と見込まれること。

(4) 前年度に引き続き一般公共事業等について、地方債（財源対策債を含

む。）の充当率を原則として９０％まで引き上げること等に伴い、関係費

目の単位費用を引き下げることにより投資的経費に係る基準財政需要額を

減額することとしていること。

なお、上記により基準財政需要額から振り替えられた部分に係る地方債

（財源対策債）の元利償還金については、その５０％を公債費方式又は事

業費補正方式により、５０％を関係費目における単位費用において標準事

業費方式により後年度において基準財政需要額に算入することとしている

こと。

(5) 前年度に引き続き臨時財政対策債の発行に伴い、３兆２，２３１億円を

需要額から減額することとしていること。

なお、臨時財政対策債への振替方法については、前年度と同様に、臨時
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財政対策債への振替を考慮せずに算出した需要額の総額から、別途算出し

た臨時財政対策債振替相当額を差し引く方法とすることとしているので留

意すること。その際、臨時財政対策債振替相当額は、人口を測定単位とし、

「その他の諸費（人口）」（経常経費）の補正係数（加算分及び他の費目

の補正を一括適用している分に係るものを除く。）を基礎として算出する

こととしていること。

(6) 平成１７年度の特別交付税の総額は、平成１６年度補正後計上額に比し

６．４％の減となっているので、予算計上に当たっては、過大に計上する

ことのないよう慎重に見積もること。

特に、平成１６年度において、災害対策及び合併関連経費等年度によっ

て激変する項目により多額の交付を受けている地方団体にあっては、これ

らの事由による減少についても確実に見込むこと。

５ 国庫支出金

国庫支出金については、「基本方針２００４」において、国庫補助負担金

の改革として、平成１７年度及び平成１８年度に３兆円程度規模の廃止・縮

減等を行うこととされており、平成１７年度予算においては、別添資料第４

のとおり税源移譲に結びつく改革として１兆１，２３９億円（暫定措置とさ

れた義務教育費国庫負担金の減額分４，２５０億円を含む。）の改革や交付

金化の改革として３，４３０億円の改革を行うほか、次のような制度改正が

予定されているので、その予算計上に当たっては、国の予算措置の内容に十

分留意されたい。

なお、国庫支出金の総額については、現在のところ確定した金額を把握す

ることは困難であるが、地方財政計画上７．６％程度の減（改革推進公共投

資事業償還時補助分を除けば６．４％程度の減）になるものと見込まれる。

(1) 平成１７年度における各種交付金の計上額は、別添資料第８のとおりで

あること。

国有提供施設等所在市町村助成交付金及び施設等所在市町村調整交付金

の予算計上に当たっては、過大に計上することのないよう慎重に見積もる

こと。

(2) 改革推進公共投資事業償還時補助分については、国の平成１６年度補正
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予算（第１号）において、平成１３年度に貸付決定された特定資金公共投

資事業債の平成１７、１８年度の償還分が前倒しで措置されたことに伴い、

平成１７年度においては大幅な減となっていること。

なお、国の平成１６年度補正予算（第１号）において前倒しで措置され

た償還金及び償還時補助については、各地方団体においても、同年度内に

予算措置を行い適切に対応されたいこと。

６ 地方債

平成１７年度の地方債計画（別添資料第９）は、地方団体が当面する政策

課題に重点的・効率的に対応しうるよう、所要の地方債資金の確保を図るこ

こととして策定している。

その総額は、１５兆５，３６６億円で、前年度に比し１兆９，４７７億円、

１１．１％の減となっている。

このうち、普通会計分は１２兆２，６１９億円で、前年度に比し１兆８，

８２９億円、１３．３％の減となっている。

また、公営企業会計等分は３兆２，７４７億円で、前年度に比し６４８億

円、１．９％の減となっている。

その主な内容は、次のとおりである。

(1) 通常収支に係る地方財源の不足に対処するため、「地方財政法」第５条

の特例として臨時財政対策債を３兆２,２３１億円計上していること。

なお、資金については、原則として市町村について政府資金を配分する

こととし、９，６６９億円を確保していること。

(2) 恒久的な減税による減収の一部及び平成１５年度税制改正における先行

減税による減収に対処するため、「地方財政法」第５条の特例として減税

補てん債５，５８３億円を計上していること。

なお、資金については、市町村について政府資金を配分することとし、

１，９５４億円を確保していること。

(3) 地方一般財源の不足に対処するため、一般公共事業債、義務教育施設整

備事業債、一般廃棄物処理事業債、地域活性化事業債、臨時地方道整備事

業債及び臨時河川等整備事業債の一部に係る充当率の臨時的引上げ等によ

り、財源対策債として１兆７，６００億円を計上していること。なお、こ
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れは個別の地方団体の財政措置に不均衡が生じないよう調整を図るための

調整分を含めて計上しているものであること。

(4) 地方単独事業については、地域の自立や活性化につながる基盤整備や生

活関連社会資本整備を重点的・効率的に推進できるよう、その所要額を確

保していること。

ア 地域の活性化に向けて、循環型社会の形成、少子・高齢化対策、地域

資源の活用促進、都市再生、科学技術の振興、情報通信基盤整備を推進

することとし、「地域活性化事業」として所要額を確保していること。

イ 現行合併特例法の下における市町村合併を支援するため、合併前の市

町村が行う公共施設等の整備及び都道府県が行う交通基盤施設の整備並

びに合併市町村におけるまちづくりを計画的に実施できるよう、「合併

特例事業」の計画額を大幅に増額していること。

ウ 災害等に強い安心安全なまちづくりを推進するため、防災システムの

ＩＣＴ化などの防災基盤の整備及び公共施設等の耐震化を重点的に実施

することとし、「防災対策事業」として所要額を確保していること。

エ 地域経済の活性化及び地域雇用の創造を実現し地域の再生を図るため、

地方単独事業を積極的に展開しようとする地方団体について、事業量の

確保を図ることができるよう、引き続き、「地域再生事業」として所要

額を確保していること。

オ 地方団体が、特別養護老人ホーム等を設置運営する社会福祉法人に貸

し付ける目的で用地の取得等を行う場合に、引き続き、地方債措置を講

じることとしていること。

なお、地方団体又は社会福祉法人が行う特別養護老人ホーム等の整備

に係る国庫補助負担事業の都道府県負担分についても、引き続き、地方

債措置を講じることとしているので、適切な活用を図られたいこと。

カ 臨時地方道整備事業債（一般分）、臨時河川等整備事業債（一般分）

及び臨時高等学校整備事業債の充当率を前年度に引き続き９５％とする

こととし、その所要額を確保していること。

キ 地域総合整備資金貸付事業（ふるさと融資）については、引き続き所

要額を確保し、官民一体となったふるさとづくりを積極的に支援するこ
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ととしていること。

(5) 辺地とその他の地域の格差是正を図り、また、過疎地域の自立促進のた

めの施策を推進するため、辺地及び過疎対策事業債の所要額を確保してい

ること。特に、過疎対策事業債については、ほぼ前年度並みの所要額を確

保し、過疎地域等の自立促進に資する効果的なプロジェクト等を重点的に

支援していくこととしていること。

(6) 地方債資金については、国の長期計画に基づく公共事業や法律により義

務付けられた事務の実施に不可欠な施設の整備等を円滑に推進するため、

必要な公的資金（財政融資資金、郵政公社資金及び公営企業金融公庫資金）

を確保するとともに、地方分権の推進や財政投融資制度改革の趣旨を踏ま

え、各地方団体の資金調達能力に配慮しつつ、都道府県及び政令指定都市

については、民間等資金による調達を一層推進することとしていること。

以上により公的資金の重点化・縮減を図った結果、平成１７年度地方債

計画における地方債資金については、政府資金４兆７，２００億円（前年

度比８，８００億円、１５．７％減、地方債計画中の構成比３０．４％）、

公営企業金融公庫資金１兆５，３３０億円（前年度比８１０億円、５．０

％減、地方債計画中の構成比９．９％）及び民間等資金９兆２，８３６億

円（前年度比９，８６７億円、９．６％減、地方債計画中の構成比５９．

８％）となっていること。

なお、政府資金は、財政投融資計画の「財政融資」欄に「地方公共団体」

に対する貸付けとして計上される資金を指すものであり、財政融資資金の

ほか、日本郵政公社の資金（郵便貯金資金及び簡易生命保険資金）を計上

していること。具体的には、財政融資資金３兆５，４００億円（前年度比

１，６００億円、４．３％減、地方債計画中の構成比２２．８％）、郵政

公社資金のうち郵便貯金資金４，３００億円（前年度比２，７００億円、

３８．６％減、地方債計画中の構成比２．８％）、簡易生命保険資金７，

５００億円（前年度比４，５００億円、３７．５％減、地方債計画中の構

成比４．８％）としていること。

また、民間等資金の内訳は、市場公募資金３兆３，０００億円（前年度

比１，４００億円、４．４％増、地方債計画中の構成比２１．２％）、銀
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行等引受資金５兆９，８３６億円（前年度比１兆１，２６７億円、１５．

８％減、地方債計画中の構成比３８．５％）となっていること。

(7) 民間資金の調達に当たっては、国債、政府保証債、市場公募債等の発行

条件、長期金利の動向等を継続的に把握し、必要に応じて金融に関する専

門家の意見も聴くなどして、関係金融機関等と交渉のうえ、適切な借入条

件の設定に努められたいこと。

また、各団体の状況に応じ、市場公募化の推進、証券発行方式の一層の

活用、満期一括償還化、発行単位の大型化、発行時期の平準化及び償還期

間の多様化を図ること等により流通性の一層の向上や調達手段の多様化に

努められたいこと。

その際、地域住民の行政参加意識の高揚とともに、地方債の個人消化及

び資金調達手法の多様化を図る趣旨から推進してきている「住民参加型ミ

ニ市場公募債」の活用も有効な手法と考えられること。なお、平成１７年

度においては、新たに２団体が全国型市場公募債を発行する予定であると

ともに、住民参加型ミニ市場公募債については、発行団体９０団体、３，

３００億円程度の発行が予定されていること。

さらに、発行単位の大型化による安定的かつ有利な資金調達を図るため、

現在、市場公募地方債を発行する２７団体においては、「地方財政法」第

５条の７の規定に基づく共同発行を行っているところである（平成１７年

度発行規模１兆３，０００億円程度）が、全国規模の共同発行に限らず、

近隣地方団体間や都道府県・市町村間など様々な形の共同発行の推進に努

められたいこと。

そうした中で、地方債に関する制度のほか、地方債はＢＩＳ（国際決済

銀行）のリスク・ウェイトが国債と同様ゼロとされていること、それぞれ

の地方団体における財政健全性を維持するための取組を行っていること等

について、住民及び市場関係者の一層の理解を得られるよう、積極的にＩＲ

活動（投資家・金融機関等への説明）等情報提供を行われたいこと。

(8) 中長期的な視点に立った計画的な財政運営に資するため、将来にわたる

地方債の発行計画及び償還計画を策定するなど、総合的な地方債管理に努

められたいこと。
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(9) 施設の耐用年数に比して著しく地方債の償還期間が短いこと等により、

公債費が急増している地方団体も見受けられるので、公債管理に当たって

は、適切な地方債の償還条件を選択し、公債費負担の中長期的な平準化に

十分留意されたいこと。

なお、やむを得ず、償還途中において平準化を図る必要が生じた場合は、

借換えにより対処することを原則とすべきであり、償還期間を延長する等

借入条件を変更することは、市場関係者に対して債務の繰り延べとの印象

を与えかねないため、慎まれたいこと。

(10)地方債協議制度に円滑に移行するため、起債制限比率及び経常収支比率

を勘案し、財政の健全性が確保されている一定の地方団体に対しては、引

き続き許可制度の弾力的運用を行うこととしていること。

７ 使用料・手数料等

使用料・手数料及び分担金・負担金については、対象事務の見直しを図り

つつ、住民負担の公平確保の観点と受益者負担の原則に立脚し、関係事務費

の動向に即応して常に見直しを行い、その適正化を図られたい。

第５ 歳出

１ 給与関係経費

給与関係経費については、次の事項に留意し、定員管理及び給与水準の適

正化等により、その抑制に特段の努力をされたい。

(1) 各地方団体においては、数値目標を掲げた定員適正化計画の着実な実行、

積極的な見直しを行い、事務事業の見直し、組織・機構の簡素合理化、民

間委託、ＯＡ化等を継続的に進め、新たな行政需要に対しても、スクラッ

プ・アンド・ビルドを基本として、定員管理の適正化を一層推進し、定員

の縮減に努めること。

なお、義務教育諸学校及び公立高等学校の教職員等国が法令により標準

定数を定めているものについては、当該法令の趣旨等を踏まえて、定数の

適正化を図るなど、適切に対処されたいこと。

また、住民の理解と協力の下に定員管理及び給与の適正化を推進するた

め、定員管理及び給与の状況について公表すること。その際、住民の理解
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が得られやすいよう工夫を講じつつ、積極的に広報を行うこと。

なお、定員・給与の状況の公表を未だに行っていない市町村については、

地方公務員法の改正により、給与を含めた各地方公共団体の人事運営の公

表を義務化（平成１７年４月１日施行）したことを踏まえ、早急に行うよ

うにされたいこと。

(2) 義務教育諸学校の教職員については、地方財政計画上、第７次公立義務

教育諸学校教職員配置改善計画による増員５，３８０人（平成１３年度か

ら平成１７年度までの間の教職員定数の改善予定総数は２６，９００人）

を見込む一方で、児童生徒数の減少等に伴い、５，３７０人の減員を見込

むことにより、全体として１０人の増員を見込んでいること。なお、この

減員の中には、研修等定数の見直し等に伴う２，４８２人の減員を含んで

いること。

また、公立高等学校（特殊教育諸学校高等部を含む。以下同じ。）につ

いても、地方財政計画上、第６次公立高等学校教職員配置改善計画による

増員１，４０２人（平成１３年度から平成１７年度までの間の教職員定数

の改善予定総数は７，００８人）を見込む一方で、生徒数の減少等による

減員３，５７３人を見込むことにより、全体として２，１７１人の減員を

見込んでいること。

公立大学、公立幼稚園の教員については、７４人の減員を見込むととも

に、地方財政計画上、国家公務員の定員削減計画に準じて６１人の定員削

減を行うことにより、全体として１３５人の減員を見込んでいること。

(3) 警察事務職員を除く一般職員（教員、警察官、消防職員を除く職員。）

については、地方財政計画上、国家公務員の定員削減計画に準じた定員削

減１０，１０１人及び民間委託の一層の推進等による減員３，５２７人を

見込む一方で、消防防災関係職員の増員及び施設増に伴う増員として３３１

人を見込むこととしていること。

(4) 警察官については、地方財政計画上、阪神・淡路大震災関連の臨時的増

員分５０人の減員を見込む一方、現下の治安状況を勘案し、警察組織の徹

底的な合理化が進められることを前提に、３，５００人の増員を見込むこ

とにより、全体として３，４５０人の増員を行うこととしていること。ま
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た、警察事務職員については、２６８人の定員削減を行うこととしている

こと。

(5) (2)から(4)により、教員、警察官及び消防職員を加えた地方財政計画上

の全職員数は、１２，４１１人の減員となること。

(6) 地方公務員共済組合等負担金については、別添資料第１０のとおり改定

される予定であること。

(7) 平成１７年度においては、前年度に引き続き国の予算において給与改善

費を計上しないこととされたため、地方財政計画においても給与改善費を

計上しないこととしているので留意されたいこと。

２ 一般行政経費

一般行政経費については、次の事項に留意しつつ、経費全般について徹底

した見直しを行い、重点化を図るとともに、その節減合理化に努められたい。

(1) 国の委託費、補助金等については、廃止、減額等が行われているものも

あるので、このような状況を踏まえて受託事業、補助事業等の予算計上、

事業実施等に当たること。

(2) 平成１７年度地方財政計画においては、一般行政経費（単独）のうち、

人間力の向上・発揮（教育・文化、科学技術、ＩＴ）、個性と工夫に満ち

た魅力ある都市と地方の形成、少子・高齢化対策、循環型社会の構築・地

球環境問題への対応といった新重点４分野や社会福祉系統経費、市町村合

併、治安維持対策に係る施策など地域において必要な行政課題に対して適

切に財源措置を行う一方、その他の分野に係る既定の行政経費については

自助努力による節減分を見込みつつ極力縮減し、前年度に比し約０．４％

減の１１兆６，２００億円程度（国庫補助負担金の一般財源化に係る影響

額を除く。）を計上することとしていること。

また、平成１７年度は投資的経費（単独）との一体的かい離是正分とし

て、市町村合併や電子自治体の推進に要する経費及び公立保育所運営費の

超過負担解消分３，５００億円を増額計上することとしており、これを含

めた場合、前年度に比し約２．６％増の１１兆９，７００億円程度となる

こと。

なお、平成１７年度の国庫補助負担金の一般財源化に伴い、補助事業か
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ら単独事業に移行した事業については、上記とは別に、所要の事業費全額

（２，７００億円程度）を計上することとしていること。

(3) 平成１７年度から一般財源化する国民健康保険の保険基盤安定制度（保

険料軽減分）１，９１７億円・新たに創設する都道府県財政調整交付金３，

５３２億円及び国保財政安定化支援事業１，０００億円については、上記

(2)とは別に、「国民健康保険関係事業費」（仮称）として所要の事業費

全額（８，３６６億円）を計上することとしていること。

(4) 高等学校以下の私立学校に対する助成については、地方財政計画に所要

額を計上するとともに、地方交付税措置を講じることとしていること。

(5) 災害等年度途中における追加財政需要の発生に備えるため、平成１７年

度においては、５，７００億円程度（前年度同額）を地方財政計画に計上

することとしているので、各地方団体においては、年度途中の追加財政需

要に適切に対応しうるようあらかじめ財源を留保しておくこと。

(6) 運輸事業振興助成交付金については、引き続き地方財政計画に所要額を

計上することとしていること。

３ 投資的経費

地方団体が財政の健全化に留意しつつ、地域の自立や活性化につながる基

盤整備や生活関連社会資本整備を実施することが求められており、各地方団

体においては、地域の実情に即した適切な事業を選択し、事業の重点的かつ

効果的な実施に努められたい。

(1) 国の公共投資関係費は前年度比４．０％減とされたところであるが、地

方財政計画においては、投資的経費のうち直轄事業負担金については、前

年度に比し、約１．１％減の１兆１，４００億円程度、補助事業費につい

ては、前年度に比し約８．０％減の６兆１，７００億円程度となる見込み

であること。

(2) 地方単独事業費については、前年度比８．２％減の１２兆３，７００億

円程度を計上することとしているが、一般行政経費（単独）との一体的な

かい離是正分を除いた伸び率は３％の減であり、既定経費の節減合理化や

基金の活用などにより財源の確保に努めるとともに、「地域活性化事業」

や「地域再生事業」の活用を図り、基盤整備への重点化を図りつつ、生活
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関連基盤の整備や地域経済の振興等に必要な事業量を確保されたいこと。

(3) また、公共工事コスト縮減に積極的に取り組むとともに、地方単独事業

を含む公共事業等の執行に当たっては、その計画的かつ円滑な執行を確保

するため、債務負担行為を積極的に活用することなどにより、工事発注時

期の平準化を図ること。

４ 公債費

公債費については、平成１３年度に貸付決定された特定資金公共投資事業

債の平成１７、１８年度の償還分を国の平成１６年度補正予算（第１号）で

前倒ししたことなどにより、地方財政計画上前年度に比し２．２％程度の減

を見込むこととしているが、なお高い水準にあるとともに公債費の状況は各

地方団体において異なるものであること等にかんがみ、公債費に係る地方交

付税措置や減債基金における既発債の償還財源の積立状況等を考慮し、実質

的な後年度負担を把握しつつ年次償還計画を策定することなどにより、中長

期的観点に立った適切な財政運営の確保に努められたい。

５ 維持補修費

維持補修費については、地方財政計画上前年度に比し１．７％程度の減を

見込むこととしているが、各種公共施設等について計画的に補修を行い、そ

の機能が十分に発揮されるよう適切な措置を講じられたい。

６ 公営企業繰出金

公営企業繰出金については、「地方公営企業法」（昭和２７年法律第

２９２号）等に定める一般会計との間における経費負担区分等の経営に関す

る基本原則を堅持しながら、地方公営企業の経営健全化等を推進するなど経

営基盤の強化を図るとともに、生活関連社会資本の整備及び社会経済情勢の

変化に対応した新たな事業の展開に配慮し、地方財政計画に所要額を計上す

ることとしているので、この趣旨に沿って適正な運用を図られたい。

７ その他

次の諸点に、特に留意されたい。

(1) 国及び公社等に対し施設又は用地を無償で提供する等の事例が見受けら

れるが、「地方財政再建促進特別措置法」（昭和３０年法律第１９５号）

第２４条第２項の規定に基づき適正に対処すること。
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また、国鉄民営化に伴い設立された旅客会社等に対する寄附金等の支出

についても、同法の趣旨を踏まえ、引き続き適切に対処すること。

(2) 公営競技は、地方財政への寄与を主たる目的として実施されるものであ

るが、近年、経営状況が悪化し、収益率が低下しているところであるので、

各施行団体にあっては、魅力の向上による売上げの増加を図り、開催経費

の削減等による経営の合理化を徹底するほか、必要に応じ、今後の事業の

在り方についても検討を行うこと。

なお、引き続き、各施行団体が特別な経営改善計画を策定し、自主的に

経営改善に取り組もうとする場合に、その計画に基づいて行う人員削減や

機械導入等に伴い一時的に増加する経費について、地方債を充当できるこ

ととしており、必要に応じてこの措置を活用し、積極的に経営の合理化に

取り組まれたいこと。

また、公営競技収益金については、引き続き均てん化を推進することが

必要であり、平成１７年度で期限切れとなる公営企業金融公庫納付金制度

については、その延長を図る予定であること。

(3) 公共工事の入札及び契約手続については、地方団体において、これまで

の改善の取組を引き続き推進しつつ、「公共工事の入札及び契約の適正化

の促進に関する法律」（平成１２年法律第１２７号）により義務付けられ

ている事項について、早期に完全実施するとともに、同法に基づく指針に

従い、必要な措置を講じるよう努められたいこと。

また、一般競争入札の適切な実施や多様な入札・契約方式の推進、電子

入札の導入等については、「公共工事の入札及び契約の適正化の推進につ

いて」（平成１６年１２月２８日付け国土交通省総合政策局長・総務省自

治行政局長通知）の趣旨を十分に踏まえ、適切に対処されたいこと。

(4) 国又は特殊法人等が設置主体となる公的施設（会館、宿泊施設、会議場、

結婚式場、健康増進施設、総合保養施設、勤労者リフレッシュ施設その他

これらに準ずる施設を指し、特殊会社及び民営化が決定された法人が設置

するものを除く。）については、新設及び増築を禁止することとされ、地

方団体に対しても、この措置に準じて措置するよう要請するものとされて

いるところであり（平成１２年５月２６日閣議決定）、「民間と競合する
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公的施設の改革について」（平成１２年６月９日付け自治事務次官通知）

に基づき、適切に対処されたいこと。

(5) 当座預金及び普通預金等の流動性預金については、平成１７年３月まで

は全額保護することとされているが、同年４月からは、流動性預金につい

て、全額保護される決済用預金とそうでないものに分かれることとされて

いるので、十分留意されたいこと。

地方団体の公金預金の管理・運用に関しては、取引金融機関の経営状況

など必要な情報の収集に努めるとともに、あらかじめ資金の管理運用等に

係る方針を明確にしておくなど、適切に対処されたいこと。

(6) 「地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律」

（平成１３年法律第１２０号）により、住民票の写しの交付等の事務を郵

便局において取り扱うことができることとされているので、住民の利便の

増進を図るとともに、地方団体の組織及び運営の合理化に資するため、引

き続き本制度の活用に努められたいこと。

なお、「郵政民営化の基本方針」（平成１６年９月１０日閣議決定）に

おいて、窓口ネットワーク会社の業務として、「地方公共団体の特定事務」

を受託することが盛り込まれているところであること。

第６ 地方公営企業

１ 地方公営企業の事業の円滑な推進とその経営基盤の強化に資するため、次

のような措置を講じることとしているので、その適切な活用に努められたい。

(1) 地方債計画においては、上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関

連した社会資本の整備を着実に推進することとし、事業の実施状況等を踏

まえ、所要額を確保していること。

また、広域化、安全対策、医療提供体制の見直しを積極的に推進すると

ともに、公営企業借換債の増額等により経営健全化への取組を支援するこ

ととしていること。

(2) 公営企業金融公庫資金においては、臨時特別利率分として、３，９００

億円を確保するとともに、既往債の利子を軽減する観点から、公営企業借

換債について、資本費負担が著しく高い一定の地方公営企業を対象とした
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従来分について利率要件を利率７．０％から６．０％に緩和した上で借換

枠を１，０００億円としているほか、平成１７年度の臨時特例措置として、

利率７．３％以上の一定の公営企業債について借換枠を１，０００億円と

し、地方債計画に総額２，０００億円（前年度１，１００億円）計上して

いること。

(3) 水道事業については、上水道安全対策のうち、単独事業として行われる

災害対策の一般会計出資比率を引き上げるとともに、補助事業として行わ

れる災害対策について新たに一般会計出資の対象とすることとし、併せて

応急給水槽の整備について出資の対象に加えるなど、所要の地方財政措置

を講じることとしていること。

また、災害発生時において、飲料水、医療用水、生活用水等を迅速かつ

的確に供給できるよう、応急給水・応急復旧計画を策定するための経費に

ついて、所要の地方財政措置を講じることとしていること。

(4) 簡易水道事業については、前年度に引き続き、事業年度における一般会

計からの繰出しに代えて、臨時的に簡易水道事業債（臨時措置分）を措置

することとし、その結果充当率を１００％（うち臨時措置分１０％）に引

き上げることとしていること。

なお、当該臨時措置分に係る簡易水道事業債の元利償還金については、

その全額を後年度において基準財政需要額に算入することとしていること。

(5) 下水道事業については、維持管理費に対する一般会計繰出金について、

実績を踏まえた措置に見直すこととしていること。また、経費が割高とな

る事業に対する高資本費対策について、使用料の適正化及び未だ整備が概

成していない事業等への措置の重点化を図る観点から、使用料、資本費及

び供用開始後年数に係る要件等を見直すこととしていること。

なお、下水道事業の経営健全化を図るため、一般会計の負担が過大にな

っている団体においては、早急に使用料の適正化に取り組まれたいこと。

加えて、下水道事業債の元金償還期間と減価償却期間との差により構造

的に生じる資金不足を補うため、資本費平準化債として所要の地方債措置

を講じることとしているので積極的に活用されたいこと。

さらに、流域下水道、小規模集合排水処理施設及び個別排水処理施設に
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ついて、前年度に引き続き、事業年度における一般会計からの繰出しに代

えて、臨時的に下水道事業債（臨時措置分）を措置することとしているこ

と。その結果充当率を流域下水道にあっては１００％（うち臨時措置分に

ついて国庫補助事業においては４０％、地方単独事業においては１０％）

に、小規模集合排水処理施設及び個別排水処理施設にあっては９０％（う

ち臨時措置分３０％）に引き上げることとしていること。

なお、当該臨時措置分に係る下水道事業債の元利償還金については、そ

の全額（流域下水道のうち地方単独事業に係るものを除く。）を後年度に

おいて基準財政需要額に算入することとしていること。

(6) 交通事業については、公営地下鉄の都市高速鉄道事業債の元金償還期間

と減価償却期間との差により構造的に生じる資金不足を補うため、資本費

平準化債を創設することとしていること。

(7) 病院事業については、近年における自治体病院経営を取り巻く環境の変

化に的確に対応し、医療資源の効率的活用に資するため、地域における当

該病院の役割を明確にしたうえで、他の医療機関との連携・機能分担及び

病床の合理化を一層推進すること。なお、自治体病院の再編等医療提供体

制を抜本的に見直す取組に対して、新たに所要の地方財政措置を講じるこ

ととしていること。また、経営の透明性を確保する観点からも、職員数・

給与の見直し、民間委託の推進を図る等経営の徹底した効率化を図り、適

切な医療の確保に努めること。

２ 地方公営企業は、住民生活に身近な社会資本を整備し、必要なサービスを

提供する役割を果たしてきたが、将来にわたってその本来の目的である公共

の福祉を増進していくため、「地方公営企業の経営の総点検について」（平

成１６年４月１３日付け総務省自治財政局公営企業課長通知）の趣旨等を踏

まえ、特に次の事項に留意し、さらなる経営改革に積極的に取り組まれたい。

(1) 経営基盤の強化、計画的・効率的な経営の推進、財務の適正化等の観点

から、経営の総点検を行うこと。

(2) サービス供給自体の継続の適否について、再検討を行った上で、サービ

ス供給を継続する必要性が認められる場合にあっても、現在の地方公営企

業形態によるサービス供給を維持することの適否について再検討を行うこ
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と。

(3) 地方公営企業形態でサービス供給を継続する場合にあっても、事業の公

共性及び一定のサービス水準の確保を前提としつつ、公の施設の指定管理

者制度、ＰＦＩ事業、民間委託等の民間的経営手法の導入を促進すること。

(4) 企業経営の現状や展望等について住民の理解と協力の下に経営を進める

ため、中期経営計画の策定、業績評価の実施、情報開示による説明責任の

確保にこれまで以上に配慮し、より一層計画性・透明性の高い企業経営を

推進すること。

なお、専門的見地から経営の助言を行う経営アドバイザー派遣事業につい

ては、引き続き実施することとしているので、積極的に活用されたいこと。

３ 地方公営企業に準じる第三セクターについても、「地方公営企業の経営の

総点検について」及び「第三セクターに関する指針」の趣旨等を踏まえ、そ

の在り方を不断に見直し、既に目的を達成したと思われるものの統廃合、役

職員数及び給与の見直し、組織機構のスリム化等による経営健全化・効率化

を推進すること。

また、その設立に当たっては、その活用に関する基本方針を明確化すると

ともに、企画・構想段階から、事業の内容や新たな事業主体の必要性、第三

セクター方式の適否等について、事前に十分に慎重な検討を行うこと。






















































